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医療療養病棟における身体的拘束最小化指針 

 

１．身体的拘束の最小化に関する基本的な考え方 

 

 医療法人杏林会 新横浜こころのホスピタルでは医療の倫理を重んじ、医療の安全と医  

 療の質の向上を目指している。身体抑制は患者の自己決定権を制限する行為であり、患 

 者の尊厳を損なう可能性がある。 そのため、緊急やむを得ない場合を除き原則として実 

 施せず、患者の安全を確保しながら尊重されるケアを提供する。 これは、身体的拘束を 

 検討する可能性のある患者の入棟を制限するものではない。 

 

２．基本方針  

 

１）身体的拘束の定義 

身体的拘束とは、抑制帯等、患者の身体又は衣服に触れる何らかの用具を使用し一

時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限である。 

２）身体的拘束の原則禁止  

  当院は、患者または他の患者等の生命または身体を保護するために緊急やむをえな

い場合を除き、身体的拘束の実施を禁止する。また、 患者の尊厳を常に考え、患者

の自由な行動を妨げる物理的（身体拘束等）、化学的（薬剤）、心理的な圧力（スピ

ーチロック等）を、できるだけかけないように努める。身体的拘束が実施される可能

性のある全ての患者に対し、身体的拘束を行うリスクと行わないリスク等について説

明し、患者及び家族の意向を十分に聴取する。 

   この指針でいう身体的拘束とは、抑制帯等、患者の身体又は衣類に触れる何らか

の用具を使用して一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限

をいう。身体的拘束に使用する用具は精神病棟の 1か所のみで管理するものとする。  

 ３）緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合  

  （１）緊急やむを得ず身体的拘束を行う要件  

     身体的拘束等は行わないことが原則であるが、患者または他の患者等の生命ま 

     たは身体を保護するためなど、緊急やむを得ない理由により、身体的拘束を行 

     う場合がある。「緊急やむを得ない」理由とは、身体的拘束を行わずにケアを 

     行う 3 つの要件の工夫のみでは十分に患者の生命や身体を保護できないよう 

     な、一時的に発生する突発的な事態のみに限定される。 

  

【切迫性】患者本人またはほかの患者の生命・身体が危険にさらされる可能性が著 

しく高いこと  

【非代替性】身体的拘束、その他の行動制限を行う以外に代替する看護(介護)方法 

がないこと  

【一時性】身体的拘束、その他の行動制限が一時的なものであること  

 

身体的拘束実施の必要性等のアセスメントを行った上で、以上の 3つの原則を

全て満たした場合に限り、医師の指示の下、開始日時、具体的な行為の内容を

記録し、必要最低限の身体的拘束を行うことができることとする。  
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  （２）緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合の説明と同意  

     上記 「3要件」 については医師・看護師を含む多職種で検討し、医師が指示 

     し、患者・家族等への説明と同意を得て行うことを原則とする。  

 

（３）身体的拘束を行う場合は、当院の「身体拘束最小化マニュアル」に準じて実施

する。  

 

 

 ４）身体的拘束を禁止対象としない具体的な行為  

   精神症状にて自身で安静が保てない患者の安全を確保するための工夫として実施す 

   る行為については、以下の行為を身体的拘束の禁止の対象とはしないが、使用に際 

   しては複数人で検討した上で目的を明確にし、医師の指示の下で行う。 

 

・患者の自発的な運動を制限することはない状況で用いられる、見守りや職員を 

呼ぶためのセンサーの使用。 

・処置や移動時に、本人又は家族の同意を得た上で、安全確保のために短時間固

定ベルト等を使用する場合であって、使用している間、常に職員が介助等のた

めに当該患者の側に付き添っており、処置や移動の終了時に確実に解除してい

る場合。 

・患者が訓練のために自由に車椅子を操作することのできる状態であって、患者

本人又は家族の同意を得た上で、車椅子操作による訓練の時間中のみ安全確保

のために固定ベルトを使用する場合。 

・離床センサーの使用 

   

 

 ５）日常ケアにおける基本方針  

   身体的拘束を行う必要性を感じさせないために、日常的に以下のことに取り組む。  

  （１）患者主体の行動、尊厳を尊重する。  

  （２）言葉や対応などで患者の精神的な自由を妨げない。  

（３）患者の思いをくみ取り患者の意向に沿った支援を行い、多職種協議で丁寧な対 

   応に努める。  

  （４）身体的拘束を誘発する原因の特定と除去に努める。  

（５）薬物療法、非薬物療法による認知症ケアやせん妄予防により、患者の危険行動 

   を予防する。  

 

 ６）向精神薬使用上の適正使用について  

   向精神薬使用上の使用について、患者の症状および治療目的に基づき、必要最小限

の用量・期間で使用する。使用にあたっては、鎮静を目的とした過量投与により患

者の行動を過度に抑制し、実質的な身体的拘束とならないように留意する。向精神

薬の使用に際しては、患者・家族等に説明を行い、同意を得て使用する。 
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（１）不眠時や不穏時の薬剤指示については、医師・看護師、必要時には薬剤師と協 

   議し、対応する。  

 

（２）行動を落ち着かせるために向精神薬等を使用する場合は、医師・看護師等で協 

   議を行い、 患者に不利益が生じない量を使用する。また、薬剤の必要性と効果 

   を評価し、必要な深度を超えないよう適正量の薬剤使用を検討する。  

 

３．身体的拘束の最小化のための体制  

 

以下の取り組みを継続的に実施し、身体的拘束の最小化のための体制を維持・強化する  

 １）身体拘束最小化チームの設置  

（１）身体的拘束を最小化することを目的として、身体的拘束最小化チームを設置す

る。  

 

（２）身体拘束最小化チームは、医師をチームリーダーとし、看護師、作業療法士、

薬剤師、精神保健福祉士、管理栄養士で構成する。 

 

（３）身体拘束最小化チームは、1ヶ月に 1回以上会議を開催し、次のことを検討、 

   協議する。  

      

①各病棟からの報告を受け、実施状況の把握をし、管理者を含む職員全員への

周知徹底を病院運営会議を通じて行う。 

②身体的拘束最小化に関する指針及びマニュアル等の作成・見直しを行う。  

③年間研修計画に沿った研修が効果的なものとなるよう企画し、評価する。  

④医療・ケアに携わる職員に対して、身体的拘束最小化のための研修を実施す

る。  

 

（４）定期的に各病棟を巡回し、病棟の職員と共に解除に向けた具体的な検討を行う。 

 

（５）身体的拘束を行わずにケアするための用具について各病棟へ提案し、身体拘束

最小化チームが主体となり積極的に導入を検討する 

 

 ２）全職員対象とした身体的拘束最小化等に関する教育研修定  

（１）年２回以上実施とする。 

 

（２）研修にあたっては実施日・実施場所・方法・内容等を記載した記録を作成する。 

 

（３）研修が効果的なものとなるよう企画し、評価する。  
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４．身体的拘束を行う場合の対応  

患者等の生命または身体を保護するための措置として、緊急やむを得ず身体的拘束 

  を行わなければならない場合は、「身体拘束最小化マニュアル」に基づいて実施する。 

 

５．病院内の身体的拘束についての掲示 

病院内の見やすい場所に、当院が原則として身体的拘束を行わない方針であること、

身体的拘束最小化のために実施している取り組み及び身体的拘束の実施状況を掲示す

ることとする。また、同内容を当院ウェブサイトに掲載し、身体的拘束の実施状況を

明確にする。 

 

６．精神科病棟での身体的拘束について 

精神科病棟での身体的拘束については精神保健福祉法に基づいて適切に実施し、その

手順は「行動制限最小化マニュアル」に準じる。 


